
令和８年度金沢市中期財政計画

・人件費
人事院勧告等の影響を試算（R８比＋６％）

・一般行政経費（物件費等）
物価上昇等の影響を試算（R８比＋３％）

・社会保障関係費（扶助費等）
少子高齢化の進展状況を踏まえ個別に試算

・公共事業費
R8予算や未来共創計画及び公共施設等
総合管理計画事業を個別に試算
労務単価等の上昇影響を試算（R8比＋６％）

・公債費
R8予算を踏まえ個別に試算

・一般財源（市税＋交付税）
近年の地方財政計画を参考に試算(R8比＋3.6％)

・その他の歳入・歳出項目
前年同規模として試算

物価や賃金の上昇による影響のほか、社会保障関係費
や公共施設の再整備等にかかる経費が増加
収支不足は最大8５億円程度になると予想

多様化する市民ニーズに応え得る財政体質を将来にわたり維持していくため、中長期的な健全財政運営の
指針となる中期財政計画を策定し、毎年度時点修正を行い、情勢の変化を反映

１．今後の財政見通し
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67億円8５億円 40億円

(1) 試算にあたっての主な修正点 (2) 試算
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２．健全財政の堅持に向けた施設整備積立基金の活用

（１）施設整備積立基金の活用 （２）施設整備積立基金等の残高推移
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公共事業費規模の拡大
✓未来共創計画の実践や公共施設等総合管理計画の

本格化により、
公共事業費の確保に必要な一般財源が拡大

億円

億円

施設整備積立基金残高

＋20

※

※ 廃棄物処理施設整備積立基金、教育福祉施設等再整備積立基金、
文化スポーツ施設再整備積立基金、市場病院施設再整備積立基金

施設整備積立基金 の活用
✓決算剰余金をより柔軟かつ機動的に

活用するため、
施設整備積立基金への積立を継続

✓計画的に基金を取り崩しつつ、
令和８年度末水準以上の残高を維持し、
毎年の財源不足の年度間調整と
市債借入の抑制を図ることで、

未来共創計画や公共施設等総合管理計画を
着実に実践

＋20 ＋20 ＋20



３．健全財政運営のための指針と中期財政計画（時点修正）

計画期間中の適正な予算収支の確保
✓公共事業費(経常フレーム※)：R8予算比10％削減
✓一般行政経費(義務的経費除く)：R8予算比3％削減

(ただし、物件費は据え置き）
基金の有効活用
✓施設整備積立基金の計画的な積立て、取崩しにより、

一般財源所要額を平準化

公共インフラの再整備等を推進
✓市民生活の安全・安心に必要な公共インフラの再整備等に

かかる事業費を確保

各種財政指標の健全性堅持
✓実質公債費比率、経常収支比率、市債残高等の

各種財政指標について、中核市平均水準を確保

能登半島地震対策への迅速な対応
✓国や県の復興関連の財源を最大限に活用し、本格的な

復旧・復興に向けて、迅速かつ柔軟に対応

その他の取り組み事項
✓行財政改革の徹底 ✓施策の重点化と質的な充実
✓市単独扶助費の適正化 ✓民間活力の活用・導入
✓DXアクションプランの実践
✓特別会計・企業会計の経営健全化

※ 未来共創計画に掲げる主要事業や公共施設等総合管理計画事業を除く
公共事業費

（１）健全財政運営のための指針
・収支不足を圧縮 最大85億円 → 最大 9 億円

・各種財政指標の健全性を堅持
実質公債費比率 １～３％台 （中核市※ ５％） ※ R7決算平均値

経常収支比率 ８8～90％台 （中核市※ 93％）

市債残高 2,046億円（R8)から逓減 （中核市※ 1,285億円）

・公共事業費規模の確保
５か年平均 約320億円 （中核市※ 202億円）
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参考資料

（１）中期財政計画（時点修正）の項目別の数値

12年度11年度10年度９年度令和８年度
（※）項目

1,3451,3451,3441,3331,260税 ・ 交 付 税

歳
入

630623591589544国 ・ 県 支 出 金
141124131136113市 債
150135160182160そ の 他

2,2662,2272,2262,2402,077計

302 295 302 296 286 職 員 費

歳
出

15 11 18 12 18 うち退職手当
1,125 1,114 1,100 1,086 1,055 一 般 行 政 経 費

650 640 627 615 582 うち扶助費
325 310 337 388 255 投 資 的 経 費

94 94 94 94 104 うち経常フレーム
214 210 200 186 193 公 債 費
308 304 296 292 288 そ の 他

2,274 2,233 2,235 2,248 2,077 計

△ 8△ 6△ 9△ 80収支不足額

（２）各種財政指標等の推移

2,046 2,０15 １，９70 1,909 1,864
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（※）令和８年度は、当初予算（能登半島地震対策経費や物価高騰対策経費
などの臨時的経費を除く）に肉付予算（６月補正）を加えた実質の
当初予算額

経常収支比率：税・交付税など経常的収入が経常的な支出に充当される比率で財政の弾力性を判断する指標
実質公債費比率：公債費や公営企業債等の償還に充当した繰出金などによる財政負担の度合いを判断する指標
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